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ABSTRACT 
NISTEP created a database on resource allocation (budget on science and technology) and 
important activities (thousands articles from white paper on science and technology) in FY2011-12, 
in which data was collected in the past decades. The database aims at organizing and overviewing 
data on science, technology and innovation (STI). 
In the study, NISTEP held a workshop with policy makers and policy researchers on STI policy 
to discuss issues on organization and utilization of policy data, including the NISTEP’s database. We 
gained some insights from the discussion such as the necessity for future policy formulation to 
research policy context in the past, data sets composed both of published fact data, data explanation 
from the standpoint of policy makers. 
As another theme, we surveyed existing databases on STI policy, such as government’s budget 
on science and technology and governmental activities, both within and outside Japan. We put some 
databases together in the report, from the Japan’s ministries, the international organizations (OECD, 
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ションⅡ政策効果分析、という 2 つのセッションという構成とした。 
 
表 1 プログラムの時間割及び内容 
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文部科学省「政策のための科学」事業の一環として、文部科学省科学技術・学術政策







重要施策 DB は、1950 年代から最近までの科学技術白書の文面を分解し、34 の政策ジ
ャンルにカテゴリー分けした。重要施策として抽出したものについては、ポイントとな















2.2.3 基調講演 ナショナルイノベーションシステムの歴史的変遷等に関する講演 


















































































































施されている（OECD 岡村麻子氏からの情報提供）。OECD Science, Technology and 
Industry Scoreboard 2011 の 2 章にはその結果が公開されている。 













トリに altmetrics を導入するなどの取組が進んでいる。最後に、現在、世界銀行と OECD 




2.2.5 セッションⅠ 政策史 
（科学技術イノベーション政策の歴史的分析の可能性とデータベース整備の必要性
およびその利活用について） 
【コーディネータ】細野光章 文部科学省科学技術・学術政策研究所  






















【発表者】有本建男 政策研究大学院大学 教授 

























Earth や ILC（国際リニアコライダー）について、’80 年代の図式ではなく、グローバ
リゼーションの今のフレームの中で物事が議論され、考えられているのか。 

























































 Q 米国中心で研究されてきたがそれをどう広げるか？ 
 A 少しずつ、東アジアを対象に展開していきたい。 
 
「日米科学技術摩擦をめぐって」 

















































































































































2.2.6 セッション II 政策効果分析 
（主として経済学的観点からの科学技術イノベーション政策の政策効果分析の 
可能性と、データベース整備の必要性およびその利活用について） 































































































































 米国では一人ひとりの研究者について ID があり、データ把握できる。 
 NISTEP で取り組んでいる。 
 米国は Office of Institutional Research が公開されている。大学の資産だから公開すべ
き、という考え方である。日本でも公開していくと分析できる。 
 これも NISTEP で協議会を作り、接続などについて検討を行っている。キーポイント







                            


















































































































 土地白書（土地の動向に関する年次報告）【平成 2 年版～平成 25 年
版】 
 国土利用白書（国土の利用に関する年次報告）【昭和 50 年版～平成
元年版】 
 首都圏白書（首都圏整備に関する年次報告）【昭和 33 年、38 年～51
年、53 年～54 年、56 年～平成 11 年、13 年～25 年版】 
 建設白書（国土建設の現況）【昭和 24 年版～平成 12 年版】 
 運輸白書（運輸経済年次報告）【平成 2 年度版～平成 12 年度版】 
 観光白書（観光の状況に関する年次報告）【平成 13 年版～平成 25 年
版】 
 国土交通白書【平成 13 年度版～平成 24 年度版】 
 海上保安庁 









































































































実施主体 一般財団法人 環境情報センター 
整理・公開
の状況 























































































































図 3-8 法令データ提供システム Webサイト 
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表 3-1 科学技術政策情報の活用に向けた取組事例及びその内容 

























 科学技術産業アウトルック(Science, Technology 





 従来から OECD.stat に掲載されている研究開発
費等のデータセットに加え、 OECD Science, 






































を隔年で科学工学指標（Science and Engineering 
Indicators: 2012）で公表。最新の 2012 年版におい





















                            
4 科学技術動向 2013年 7月号（136号）
（http://www.nistep.go.jp/wp/wp-content/uploads/NISTEP-STT136.pdf）に基づく。 
















Innovation Index  Research Council による経済的インパクトの測
定、NESTA（科学技術・芸術国家基金）による
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